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１
．
調
査
の
趣
旨

　

外
国
人
留
学
生（
１
）
は
専
門
的
な
知
識
や

技
術
を
有
す
る
労
働
者
と
し
て
、
わ
が
国
の

経
済
活
性
化
を
支
え
る
人
材
と
な
り
得
る
た

め
、
日
本
国
内
で
の
就
職
を
促
進
す
る
こ
と

が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
現
状
を

み
る
と
、
留
学
生
の
国
内
就
職
は
な
か
な
か

進
ん
で
い
な
い
の
が
実
情
で
あ
る
。
留
学
生

の
国
内
就
職
が
進
ま
な
い
原
因
と

し
て
は
、
企
業
側
の
意
識
の
問
題

の
ほ
か
、
外
国
人
材
に
対
す
る
適

切
な
処
遇
や
雇
用
管
理
と
い
っ
た

面
で
の
問
題
も
考
え
ら
れ
る
。
そ

こ
で
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
で
は
こ
の
ほ

ど
、
外
国
人
材
を
積
極
的
に
採
用

し
な
い
理
由
な
ど
留
学
生
の
採
用

に
関
す
る
企
業
の
意
識
や
、
外
国

人
を
活
用
す
る
に
あ
た
っ
て
の
社

内
シ
ス
テ
ム
上
の
問
題
点
な
ど
雇

用
管
理
面
で
の
問
題
等
を
明
ら
か

に
す
る
た
め
、
企
業
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
た
。
以
下
、
中
間

と
り
ま
と
め
結
果（
２
）
か
ら
そ
の

概
要
を
紹
介
す
る
。

２
．
調
査
の
方
法

　

調
査
対
象
は
、
鉱
業
、
農
林
漁

業
、
協
同
組
合
、
医
療
、
宗
教
、

社
会
保
険
・
福
祉
、
政
・
経
・
文

化
団
体
に
属
す
る
企
業
を
除
く
、

従
業
員
数
三
〇
人
以
上
の
企
業
一

万
五
〇
〇
〇
社
で
あ
る
。
東
京
商

工
リ
サ
ー
チ
の
企
業
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
か
ら
、
ま
ず
、
全
国
の
一
万
社

を
業
種
・
規
模
別
に
層
化
抽
出
し
、

こ
れ
に
、
東
京
都
、
千
葉
県
、
神

奈
川
県
、
埼
玉
県
、
愛
知
県
、
京
都
府
、
大

阪
府
、
兵
庫
県
、
福
岡
県
に
本
社
を
置
く
企

業
五
〇
〇
〇
社
を
加
え
た
（
こ
ち
ら
も
同
様

に
層
化
抽
出
）。

　

郵
送
に
よ
り
調
査
票
を
配
布
し
、
三
二
四

四
社
か
ら
回
答
を
得
た（
有
効
回
収
率
二
一
・

六
％
）。
調
査
実
施
期
間
は
二
〇
〇
七
年
一

月
五
日
〜
二
三
日
で
あ
る
（
調
査
時
点
は
同

年
一
月
一
日
現
在
）。

３
．
結
果
概
要

（
１
）
留
学
生
の
採
用
経
験

　

過
去
三
年
間
で
外
国
人
留
学
生
を
正
社
員

ま
た
は
契
約
社
員
と
し
て
採
用
し
た
か
を
聞

い
た
と
こ
ろ
、「
採
用
し
た
」
と
す
る
企
業
は

九
・
六
％
と
ほ
ぼ
一
割
で
、「
採
用
し
な
か
っ

た
」
が
八
九
・
五
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
表

図表１　過去３年間で留学生を正社員または契約社員として採用した企業割合（n=3244）

図表２　外国人留学生に対するイメージ（n=3244）
「そう思う」の割合が高かった上位５項目（属性に関する項目中）

調査報告

過
去
３
年
間
で
外
国
人
留
学
生
を
採
用
し
た
企
業
は
１
割
に
と
ど
ま
る

「
外
国
人
留
学
生
の
採
用
に
関
す
る
調
査
」
中
間
ま
と
め
の
概
要

　
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査･
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１
）。
業
種
別
に
み
る
と
、
情
報
通
信
業
と

一
般
機
械
の
製
造
業
で
、
二
〇
％
を
超
え
る

企
業
が
「
採
用
し
た
」
と
回
答
し
た
。
ま
た

正
社
員
規
模
別
に
み
る
と
、
三
〇
〇
人
以
上

の
企
業
で
は
三
社
に
一
社
（
三
六
・
三
％
）

が
「
採
用
し
た
」
と
回
答
し
て
い
る
。

（
２
）
留
学
生
に
対
す
る
イ
メ
ー
ジ

　

外
国
人
留
学
生
に
対
し
て
、
ど
の
よ
う
な

イ
メ
ー
ジ
を
持
っ
て
い
る
か
、
具
体
的
な
項

目
を
あ
げ
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、「
そ
う
思

う
」
か
「
ど
ち
ら
で
も
な
い
」
か
「
そ
う
思

わ
な
い
」
か
、
を
答
え
て
も
ら
っ
た
。「
そ

う
思
う
」
と
の
割
合
が
高
か
っ
た
も
の
と
し

て
は
、「
自
己
主
張
が
強
い
」（
四
二
・
六
％
）、

「
日
本
語
能
力
が
不
足
し
て
い
る
」（
三
八
・

四
％
）、「
定
着
率
が
低
い
」（
三
四
・
四
％
）

な
ど
が
あ
っ
た
（
図
表
２
）。
一
方
、「
そ
う

思
わ
な
い
」
の
割
合
が
比
較
的
高
か
っ
た
の

は
「
忠
誠
心
が
あ
る
」（
二
九
・
四
％
）、「
協

調
性
が
あ
る
」（
一
九
・
八
％
）
で
あ
っ
た
。

（
３
）
採
用
し
な
か
っ
た
理
由

　

留
学
生
を
「
採
用
し
な
か
っ
た
」
と
回
答

し
た
企
業
に
対
し
、
採
用
し
な
か
っ
た
理
由

（
複
数
回
答
）
を
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
社
内
の

受
け
入
れ
体
制
が
整
っ
て
い
な
い
か
ら
（
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
問
題
等
）」（
四
四
・

九
％
）、「
外
国
人
の
採
用
自
体
に
消
極
的
だ

か
ら
」（
四
三
・
八
％
）
の
割
合
が
高
か
っ
た
。

さ
ら
に
、
回
答
し
た
理
由
の
な

か
で
、
も
っ
と
も
あ
て
は
ま
る

も
の
を
一
つ
選
ん
で
も
ら
っ
た

と
こ
ろ
、
三
割
近
く
（
二
八
・

八
％
）
の
企
業
が
「
外
国
人
の

採
用
自
体
に
消
極
的
だ
か
ら
」

を
あ
げ
、二
割
の
企
業
（
二
〇
・

〇
％
）
が
「
社
内
の
受
け
入
れ

体
制
が
整
っ
て
い
な
い
か
ら

（
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
問

題
等
）」
を
あ
げ
た
。

　

な
お
、
留
学
生
を
採
用
し
た

企
業
に
対
し
、
留
学
生
を
採
用

し
た
こ
と
に
よ
っ
て
職
場
で
生

じ
た
こ
と
（
複
数
回
答
）
を
聞

い
た
と
こ
ろ
、
五
三
・
八
％
と

半
数
以
上
の
企
業
が
「
特
に
問

題
は
生
じ
て
い
な
い
」
と
回
答

し
た
。

（
４
）
留
学
生
の
採
用
枠

　

留
学
生
を
採
用
し
た
企
業
に

対
し
（
以
下
（
６
）
ま
で
同
じ
）、

留
学
生
を
採
用
す
る
際
に
、「
日
本
人
社
員
と

区
別
な
く
採
用
」
し
て
い
る
か
、
あ
る
い
は

「
日
本
人
社
員
と
別
枠
で
採
用
」
し
て
い
る

か
を
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
日
本
人
社
員
と
区
別

な
く
採
用
」
が
七
七
・
六
％
と
八
割
近
く
を

占
め
、「
日
本
人
社
員
と
別
枠
で
採
用
」
が
一

七
・
三
％
と
な
っ
て
い
る
。

（
５
）
留
学
生
を
採
用
し
た
理
由

　

留
学
生
を
採
用
し
た
理
由
（
複
数
回
答
）

を
聞
い
た
と
こ
ろ
、
図
表
３
の
と
お
り
、「
国

籍
に
関
係
な
く
優
秀
な
人
材
を
確
保
す
る
た

め
（
学
歴
・
公
的
資
格
等
を
含
め
た
専
門
知

識
・
技
術
）」
が
五
二
・
二
％
と
ト
ッ
プ
に

あ
が
り
、「
職
務
上
、
外
国
語
の
使
用
が
必
要

な
た
め
」
が
三
八
・
八
％
、「
事
業
の
国
際
化

に
資
す
る
た
め
」
が
三
二
・
四
％
で
、「
日
本

で
は
高
度
な
人
材
が
集
ま
ら
な
い
た
め
」
と

回
答
し
た
企
業
は
五
・
四
％
に
と
ど
ま
っ
て

い
る
。

（
６
）
留
学
生
採
用
の
効
果

　

留
学
生
を
採
用
し
た
こ
と
で
、
日
本
人
社

員
や
組
織
に
対
し
て
ど
ん
な
効
果
が
あ
っ
た

か
（
複
数
回
答
）
を
尋
ね
る
と
、「
特
に
変
化

は
な
い
」
が
四
五
・
八
％
と
最
も
回
答
割
合

が
高
か
っ
た
が
、
そ
れ
以
外
で
は
「
職
場
が

活
性
化
し
た
」（
二
六
・
〇
％
）
が
も
っ
と
も

回
答
割
合
が
高
く
、「
社
員
が
国
際
的
視
野
を

持
つ
よ
う
に
な
っ
た
」（
二
四
・
七
％
）
が
こ

れ
に
続
く
。

（
７
）
留
学
生
の
今
後
の
採
用
見
通
し

　

今
後
、
留
学
生
を
採
用
す
る
こ
と
が
あ
る

と
思
う
か
否
か
を
聞
い
た
と
こ
ろ（
図
表
４
）、

過
去
三
年
間
で
留
学
生
を
採
用
し
た
企
業
で

は
、「
あ
る
と
思
う
」
が
七
九
・
五
％
と
八
割

近
く
に
達
し
た
が
、
採
用
し
な
か
っ
た
企
業

で
は
「
な
い
と
思
う
」
が
七
七
・
七
％
を
占

め
た
。

〔
注
〕

１ 

．
本
調
査
に
お
け
る
外
国
人
留
学
生
の
定
義
は
以

下
の
と
お
り
で
あ
る
。
外
国
か
ら
日
本
国
内
の
、

短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
、
あ
る
い
は
四
年
制

大
学
・
大
学
院
、
に
留
学
し
、
卒
業
・
修
了
し
た

外
国
人
（
調
査
対
象
企
業
に
新
卒
で
採
用
さ
れ
た

か
、
中
途
で
採
用
さ
れ
た
か
は
問
わ
な
い
）。
し

か
も
、
本
調
査
で
対
象
と
し
た
の
は
、
正
社
員
あ

る
い
は
契
約
社
員
で
あ
り
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ

ト
社
員
や
、
直
接
の
雇
用
関
係
に
な
い
派
遣
・
請

負
社
員
は
含
ま
れ
な
い
。

２ 

．
調
査
結
果
の
最
終
と
り
ま
と
め
は
今
年
度
中
の

刊
行
を
予
定
。

図表３　留学生を採用した理由（n=312　複数回答）

図表４　留学生の今後の採用見通し（採用経験の有無別）


